
行政経営評価（施策評価）

５－① 地域福祉

５－② 健康づくり

５－③ 障害者福祉

５－④ 社会保障

５－⑤ 住宅・住環境整備

※セーフティネット：個人や企業にリスクが発生したときに、最悪の事態から保護する仕組み

■まちづくりの視点

■成果指標と現状

①

（ ）

②

（ ）

③

（ ）

④

（ ）

⑤

（ ）

⑥

（ ）

⑦

（ ）

⑧

（ ）

⑨

（ ）

⑩

（ ）

　　※精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築：協議の場の設置箇所数を成果指標に設定。※特定健康診査受診率：40歳以上の国民健康保険事業被保険者の特定健康診査の受診率を成果指標に設定。

※精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築：協議の場の設置箇所数を成果指標に設定。

※地域生活支援拠点の整備個所数：地域における複数の機関が分担して機能を担う体制（面的整備）に対する登録事業者数を成果指標

　　　　　　　　　　　　　　　　に設定。

　　※市営住宅のうち政策空家の空家率：住宅セーフティネット※としての市営住宅の適正な配置と管理するうえでの移転及び退去率を成果指標に設定。※市営住宅のうち政策空家の空家率：住宅セーフティネット※としての市営住宅の適正な配置と管理をするうえでの移転及び退去率を

                                  成果指標に設定。

※住宅セーフティネット：高齢者、障害者、外国人、ひとり親世帯など、様々な世帯が民間住宅市場の中で住宅を確保しようとする

　　　　　　　　　　　　際に、自力では対応困難な事態に備え用意される様々な仕組み

（2022年度）

65.2％

（2022年度）

現状

（最新）

24団体／490人

（2022年度）

8.7％

（2022年度）

36.2％

（2022年度）

74人

コミュニティの視点
（生活と空間）

５．家庭・近隣

施策分野 目指すべき姿

地域住民が、支え手・受け手という関係、世代や分野を超えてつながり、地域の様々な課題を「我
が事」として認識し、「丸ごと」受け止め解決を図る、地域共生のまち

市民の視点 身近なところからできることを持ち寄って支えあう

行政の視点 市民のセーフティネットとしての役割を果たす

家庭・近隣の単位での取組が主に求められる福祉分野と、住宅に
関する分野を【家庭・近隣コミュニティ】に該当する分野と捉え
ます。

60.0％ 60.0％

協働の視点 地域共生社会の実現に向け多様な主体がつながる

市民が、自らの健康は自ら守るという健康維持への強い意識を持ち、主体的に健康づくりに取り組
むまち

障害のある人が、自信と誇りを持って社会の一員であることを自覚でき、障害のある人もない人も
自分らしく暮らせるまち

生活困窮者に対して十分な対応ができる体制が構築され、また生活保護利用者に対しては、就労支
援など個々の状況に応じた取組が行われているまち

良質な住宅形成の普及・啓発に努めつつ、住宅リフォームの促進や住宅セーフティネット※として
の市営住宅の維持改修などを行うとともに、市民・地域とも協働して、安心して暮らせる住環境が
整備されたまち

32団体／600人

20.0％ 20.0％

計画策定時

（基準年度） （2028年度目標値）

３年後 ５年後 １０年後

（2021年度目標値） （2023年度目標値）

指標名

（対象分野）

銚子ボランティア連絡協議会登録数
27団体／550人

特定健康診査受診率※

健康づくり

入所施設利用者数

障害者福祉

地域福祉

市が実施するがん検診の受診率

健康づくり

障害のある児童への療育支援者数

0　箇所

36.6％

障害者福祉

地域生活支援拠点の整備箇所数※

障害者福祉

福祉施設から一般就労への移行者数

障害者福祉

精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築※

25団体／530人
（2017年度）

11.2％
20.0％

（2017年度）

1　箇所

22団体／499人

1　箇所

51.5％
（2017年度）

1　箇所 1　箇所
（2016年度）

4人
6人 9人 18人

（2016年度）

15　箇所

（2022年度）

7人

（2022年度）

0　箇所

1　箇所 1　箇所

（2016年度）

73人
71人 69人 63人

（2016年度） （2022年度）

0　箇所

（2022年度）

67.3％ 80.6％
（2017年度末）

10人
40人 50人 80人

（2016年度）

131件
151件 165件 200件

（2017年度）社会保障

市営住宅のうち政策空家の空家率※

住宅・住環境整備

54.0％
62.0％

生活困窮者新規相談件数

障害者福祉

94人

（2022年度）

152件



成果指標と現状の分析

地域福祉の分野では、指標の値が目標値に近い水準で推移している。
健康づくりの分野では、指標の値は上昇傾向であるものの、コロナ禍前（2019年度）の数値を回復できていない。コロナ禍に受診を控えた影響
で受診への意識が低下した可能性が高い。周知方法及び実施内容について検討が必要である。
障害者福祉の分野では、多くの事業所の協力により、地域全体での協力体制が構築できたことで、地域生活支援拠点の整備箇所数が大きく増加
している。
社会保障の分野では、生活困窮者新規相談件数が前年度と比較すると減少しているものの、生活保護受給者数は、前年度より増加している。
住宅・住環境整備の分野では、危険空家等除却事業補助金を活用し、２件の危険空家が除却された。



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

32

各関連福祉計画（高齢者、障害者・障害児、児童、健康など）

財　源　内　訳

計画に掲載した事業・取組の着実な推進に加え、「地域共生社会」の実現（地域課題を解決する体制づくりや複
合化・複雑化した課題に対応するための包括的な相談支援体制の構築）に向けたさらなる取組が必要である。

総合評価

B:事業の進め方の改善の検討

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

地域福祉計画が策定され、計画期間令和5年度～令和9年度の計画内容の実施と検証
を行うことが必要である。

行政経営評価シート

3,838

5-(1)-1地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

―

―

Ｒ３

銚子市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定関係者会議を3回開催し、計画案に対する意見、提言を受けた。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

10301011916

社会福祉室

一般財源

住民や団体を対象に地域の福祉の現状を把握するためのアンケートなどを実施し、地域の課題や住民
ニーズなどを的確に捉え、地域の視点を踏まえた「地域福祉計画及び地域福祉活動計画」を策定する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

地域福祉計画の策定に関する会議
回

目標値 3

実績値 3

％ 達成率 100

事業ＩＤ

事務事業名 地域福祉計画策定事業経費 所管

国庫支出金 県支出金 市債 その他

4,541 3,838

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

〇

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉などの福祉の枠組みを取り除き、地域の視点を踏まえた「地域福祉
計画・地域福祉活動計画」を策定し、公私協働による地域一体となった効果的な取組を推進することで
地域福祉の向上を図る。

市民



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

20,416 17,541 8,771

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

障害者が、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるようにする。

身体障害者、知的障害者、精神障害者、一定の難病の者

10301020117

障害支援室

一般財源

障害の有無にかかわらず個人が相互に人格と個性を尊重し、安心して暮らすことのできる地域社会の実
現に寄与するため、共同生活援助を行う住居の家賃等の一部を助成する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

グループホーム等家賃補助（実人数）
人

目標値 ―

実績値 75

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 グループホーム等家賃補助経費 所管

グループホーム運営費補助
件

目標値 ―

実績値 17

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

縮小

親の高齢化等により、家庭での生活が困難になった障害者がグループホームを利用することにより、住み慣れた地域で日常生活
を送ることに寄与している。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

35

―

財　源　内　訳

市内のグループホーム数が少ないため、市外のグループホームを利用している障害者が多い。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害者のグループホーム利用の需要を把握し、事業者への施設整備に対する補助制
度の創設を検討するなど、障害者が住み慣れた地域で日常生活を送れるよう支援を
行っていく。

行政経営評価シート

8,770

5-(1)-1 地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

72

―

―

16

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

44

―

財　源　内　訳

周知が進まず、登録者数が伸びない。今後、周知方法等を検討して支援の必要な方に登録をしてもらうことが必
要である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

地域生活支援拠点等が本格的に始まり、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」
も、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活、社会生活を営
むことができるように推進していく。

行政経営評価シート

5,041

5-(1)-1 地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

33

―

―

129

―

―

5

―

Ｒ３

地域生活支援拠点等の事業者、利用者の登録が始まり、相談支援専門員と連携しながら事業を進める体制が整った。また、地域
の体制づくりとして、講演会を開催し、1回目は64名、2回目は124名が参加した。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 37

％ 達成率 ―

地域生活支援拠点等の登録者数
人

目標値 ―

実績値 12

％ 達成率 ―

10301025717

障害支援室

一般財源

緊急時24時間365日の相談も含む障害福祉サービスの普及・啓発を行い、法定サービスへの利用につな
げる相談業務、保護者支援のための研修会開催・啓発業務、ボランティア育成・セーフティネットの構
築を検討する業務を委託している。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

相談件数（障害児）
件

目標値 ―

実績値 15

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 地域生活支援促進事業経費 所管

相談件数（障害者）
件

国庫支出金 県支出金 市債 その他

11,000 11,000 3,985 1,974

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」に備え、障害者やその家族などの緊急事態に対応するととも
に、障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように支援する。

障害者及び障害児



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

19

―

財　源　内　訳

町内会に加入しない住民の増加など地域コミュニティの希薄化が課題となっている。これにより、災害時におけ
る地域防災力の低下が懸念されるほか、行政から市民への配送物（情報）も届きづらい環境になっている。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

官民連携による市民への配送物の配付や自治組織における防犯面等多面的に支援す
ることで自治組織の活動を促進していく。

行政経営評価シート

12,794

5-(1)-2 地域福祉・地域支え合い活動の推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

225

―

―

225

―

Ｒ３

配送物の配付、町内の外灯整備などの充実を図り、自治組織の活動を促進した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 224

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

10201160107

総務室

一般財源

市行政の円滑な運営を図り、自治組織の活動を促進するため、町内会に対する財政支援を行う。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

町内会活動交付金の支給
町内会

目標値 ―

実績値 224

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 町内会活動事業経費 所管

行政連絡業務交付金の支給
町内会

国庫支出金 県支出金 市債 その他

13,360 12,794

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

自治組織の活動の促進と市行政の円滑な運営

町内会



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

7,679 7,202 965

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

援護・支援を必要とする地域住民のために、地区民生委員・児童委員及び主任児童委員の活動を円滑か
つ確実なものにする。

民生委員・児童委員及び主任児童委員

10301010616

社会福祉室

一般財源

少子高齢化が進んでいる現在、社会奉仕の精神をもって地域住民の相談・援助にあたっている地区民生
委員・児童委員及び主任児童委員を適正に推薦し、その活動に対し、報償金を支給する。また、民生委
員協議会の運営費を補助する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

民生委員・児童委員活動件数
件

目標値 ―

実績値 1,974

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 民生委員・児童委員経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

民生委員・児童委員の活動支援に寄与した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

29

―

財　源　内　訳

適切に相談・援助を行うためには、研修内容を充実させるとともに、より多くの民生委員が研修を受講できるよ
う参加しやすい環境を整える必要がある。併せて、法改正等、福祉に関する制度の変化についても適切に情報提
供を行う必要がある。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

少子高齢化が進む地域社会において、地域福祉を担う民生委員・児童委員の活動が
果たす役割はますます増大している。この活動を円滑かつ確実なものにするため、
今後も事業を継続していく必要がある。

行政経営評価シート

6,237

5-(1)-2 地域福祉・地域支え合い活動の推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

2,541

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

132 131

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

市民が接種することを想定し、注射器等の備蓄と管理体制を整備する。

市民

10401021620

健康・地域医療推進室

一般財源

備蓄及び管理・連絡体制の統一を図るため、銚子市医師会に注射器の一括購入及び市内各医療機関への
配布とその後の管理を委託する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

委託医療機関
件

目標値 ―

実績値 22

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 新型インフルエンザ対策経費 所管

注射器保管委託数
本

目標値 ―

実績値 24,000

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

市内医療機関に注射器の備蓄・管理を依頼した。（委託医療機関である片倉外科医院が令和5年2月28日付で閉院したことから、
令和5年2月28日時点の実績で算出）

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

69

―

財　源　内　訳

市内の医療機関の閉鎖などにより委託先が減少した場合は、ローリングストックによる注射器の備蓄と適正な管
理が難しくなる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

今後も、銚子市医師会の協力のもと実施する。

行政経営評価シート

131

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

22

―

―

24,000

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

6,408 4,344

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

4,343

季節性インフルエンザの予防接種を勧奨し、発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を図る。

接種日において生後6月以上中学3年生までの市民

10401021920

健康・地域医療推進室

一般財源

子どもに対する季節性インフルエンザワクチンの接種に係る費用の一部又は全額を助成してその保護者
の経済的不安を軽減することにより、予防接種を勧奨し、発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を
図る。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

被接種者数
人

目標値 3,030

実績値 1,992

％ 達成率 66

事業ＩＤ

事務事業名 子どものインフルエンザ予防接種経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

接種率 ％
目標値 70

実績値 48

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

52

74.6

令和4年度は新型コロナウイルス感染症ワクチン接種とインフルエンザワクチン予防接種の接種時期が重なったことから、助成
期間を1ヶ月延長したが接種率は令和3年度を下回った。

％ 達成率

対象人数に対する予防接種の接種率 ％ 達成率 68.2

目標値

実績値

70

―

財　源　内　訳

接種率の向上のための効果的な周知方法

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

子どもの健康を守るため、接種率の向上に繋がる広報活動を継続して行っていく。

行政経営評価シート

1

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

3,200

2,331

72.9

Ｒ３

70



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

16,922 16,922

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

273

保健福祉センターの運営に係る各種設備の管理を行い、適切な利用環境の維持に努める。

保健福祉センターにおける各種設備等

10401060120

健康・地域医療推進室

一般財源

銚子市民の健康増進等を図るための事業を行う保健福祉センターを管理運営するための経費

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

％ 達成率

事業ＩＤ

事務事業名 保健福祉センター管理経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

縮小

保健福祉センターは保健・福祉サービス及び保健・福祉活動の拠点として、多くの事業を施設内で実施しており、官公庁の会議
や研修も開催されている。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

71

―

財　源　内　訳

施設設備の定期的な点検を実施しているが、生産が終了していて今後修理ができない設備や経年劣化が著しいと
の指摘が増えているため、計画的な施設の改修が必要である。

総合評価

B:事業の進め方の改善の検討

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

保健福祉センターは保健・福祉事業の活動拠点として今後も必要となることから、
長期間の施設の使用が可能なように、施設の改修に要するコストの平準化を図りな
がら計画的な改修等を行っていく。

行政経営評価シート

16,649

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

16,597 13,296

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

感染症等の発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を図る。

市民（予防接種法施行令の各予防接種の対象者に掲げる者）

10401020321

保健事業室

一般財源

予防接種法に基づき、次の疾病の予防接種を実施する。
高齢者肺炎球菌感染症、高齢者インフルエンザ

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

各種予防接種（高齢者）
人

目標値 15,012

実績値 11,746

％ 達成率 78.3

事業ＩＤ

事務事業名 予防接種（成人）経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

銚子市医師会及びその他委託医療機関の協力のもと、各種予防接種事業を実施できた。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

82

―

財　源　内　訳

接種者数は目標に達しておらず、更なる周知・PRが必要になる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

感染症等の発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を図るため、予防接種法に基
づき継続実施していく。

行政経営評価シート

13,296

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

16,733

12,194

72.9

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

68,247 57,235 825

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

感染症等の発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を図る。

市民（予防接種法施行令の各予防接種の対象者に掲げる者）

10401020421

保健事業室

一般財源

予防接種法に基づき、次の疾病の予防接種を実施する。
ジフテリア、百日せき、破傷風、急性灰白髄炎（ポリオ）、B型肝炎、ヒブ感染症、小児肺炎球菌感染
症、結核（BCB)、麻しん・風しん、水痘、日本脳炎、ヒトパピローマウイルス（HPV)感染症、ロタウイ
ルス

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

各種予防接種（小児等）
人

目標値 7,740

実績値 5,578

％ 達成率 74.97

事業ＩＤ

事務事業名 予防接種（小児等）経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

銚子市医師会及びその他委託医療機関のもと、各種予防接種事業の推進を図ることができた。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

83

―

財　源　内　訳

接種者数は目標に達しておらず、更なる周知・PRが必要になる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

感染症等の発症及び重症化の予防並びにまん延の防止を図るため、予防接種法に基
づき継続実施していく。

行政経営評価シート

56,410

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

6,628

4,346

65.6

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

84

―

財　源　内　訳

結核検診受診率が低下している。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

広報、ホームページ、ポスター掲示などを行い、受診率の向上を図っていく。

行政経営評価シート

3,194

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

5

5

100

4

4

100

Ｒ３

8.7

6.4

73.6

令和4年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、一日あたりの受診者数を制限し、単独検診を主に実施した。精
密検査対象者には前年度と同様に個別相談を実施し、検診結果や受診方法等について説明をしている。

％ 達成率

結核健康診断の受診割合 ％ 達成率 70.1

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

検診受診率 ％
目標値 8.7

実績値 6.1

目標値 2

実績値 2

％ 達成率 100

％
目標値

実績値

％ 達成率

10401020521

保健事業室

一般財源

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律において、市町村長は結核に係る定期の健康
診断を行わなければならないと定められており、これに従い昭和27年度から18歳以上を対象に本事業を
実施している。改正に伴い対象年齢が平成17年度から変更した。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

他の検診と同日開催の日数
日

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 結核健康診断経費 所管

土曜日、休日検診の実施
回

国庫支出金 県支出金 市債 その他

3,564 3,194

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

結核の早期発見・早期治療につなげ、まん延の予防及び市民の健康の保持を図る。また、この健診は、
肺がん検診としても位置づけられている。

40歳以上の市民



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

85

―

財　源　内　訳

精神疾患や知的障害などがある場合の支援

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

健康増進に関する正しい知識を普及させるとともに、必要に応じて医療機関に結び
つけることにより、症状を軽減し進行を遅延させるよう、健診を計画・運営してい
く。

行政経営評価シート

886

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

20

22

110

1,500

1,394

93

600

471

78.5

Ｒ３

20

―

―

100

100

100

生活保護受給者への保健指導の対象者は、精神疾患や知的障害等により面接日程の調整段階が難しかったり、初回面接を実施し
ても継続支援にならないケースがほとんどであった。継続した健診受診へつなげることを目標に、対象者に働きかけるようにし
た。

医療受診率を指標 ％ 達成率 100

要指導の指導終了者数を指標 ％ 達成率 ―

肝炎検診結果精検判定者のうち医療受診者数 ％
目標値 100

実績値 100

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

生活保護受給者の保健指導終了者数 人
目標値 6

実績値 ―

目標値 1,000

実績値 497

％ 達成率 49.7

骨粗しょう症検診受診者数
人

目標値 469

実績値 439

％ 達成率 93.6

10401020621

保健事業室

一般財源

健康増進法に基づく、健康診査、歯周疾患検診及び骨粗しょう症検診を実施する。C型肝炎緊急対策と
しての肝炎ウイルス検診を実施する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

生活保護受給者の健診受診者数
人

目標値 20

実績値 22

％ 達成率 110

事業ＩＤ

事務事業名 健康診査経費 所管

肝炎ウイルス検診受診者数
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

5,088 3,250 2,149

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

215

健康増進に関する正しい知識を普及させるとともに、必要に応じて医療機関に結びつけることにより、
症状を軽減し進行を遅延させる。

40歳以上の市民（特定健診対象者を除く）



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

86

―

財　源　内　訳

特になし

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

専門職による健康相談を継続し、必要な支援が受けられるようにする。

行政経営評価シート

17

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

12

2

16.7

―

0

―

―

0

―

Ｒ３

新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防のため、対面での相談は感染対策に努めて実施した。また、電話での対応やリーフ
レット配布などに切り替えての対応も行った。なお、窓口・電話で相談があった場合は随時対応している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

やや高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

成人系検診事後の相談人数
人

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

10401020721

保健事業室

一般財源

糖尿病・高血圧・脂質異常症等の相談を受け、心身の健康について家庭内での健康管理に必要な指導や
助言を行い、健康の維持に努めることを目的とする。健康づくり相談、各種検診会場、窓口、電話等で
相談対応を行っている。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

健康づくり相談日数
日

目標値 12

実績値 8

％ 達成率 67

事業ＩＤ

事務事業名 健康相談経費 所管

検診事後の相談人数
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

97 51 34

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

市民の健康増進、疾病の予防及び生活習慣の改善のため専門的な指導を行い、個々に応じた極め細やか
な対応をしている。これにより、市民自らが生活習慣等を見直し、改善へ向けて行動することができる
よう支援する。

市民



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

73 48 31

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、健康の保持・増進、予防知識の向上を目指す。

市民

10401020821

保健事業室

一般財源

生活習慣病、歯周疾患等の病態別予防教室の開催を通じて、各種健康教育、各種検診等の検査説明や、
病理についての知識向上を目指した内容の教育を実践している。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

健康教育延回数
回

目標値 49

実績値 49

％ 達成率 100

事業ＩＤ

事務事業名 健康教育経費 所管

健康教育延人数
人

目標値 ―

実績値 4,080

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

新型コロナウイルス感染症のまん延に伴い、感染予防対策に配慮しながら教育活動を実施した。健康教育の場に限りがあり、積
極的な教育を実施しにくい状況であったが、生活習慣病や骨粗しょう症等の健診の事後教育を再開できた。また、感染対策を講
じたうえで一部検診会場、ふれあい講座における小集団での健康教育を実施した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

87

―

財　源　内　訳

健康教育の人数を増加させるためにも、生活習慣病検診などの受診者を増加させる必要がある。また、市民への
周知・PRが必要である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

検診事後指導や依頼事業について継続実施する。

行政経営評価シート

17

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

58

58

100

―

4,577

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

459 428

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

「自らの健康は自ら守る」という意識向上を図り、健診結果を経年的に自己管理できるようにし、生活
習慣病等の改善を図る。健診結果から保健指導・栄養指導が必要な者に対しては、訪問指導等を行い適
切な医療受診等へ繋げる。

市民

10401020921

保健事業室

一般財源

健康診査の結果、要指導および要医療とされた者に対して面接等を行う。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

訪問指導件数（各種指導）
件

目標値 ―

実績値 1

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 健康増進事業経費 所管

指導件数（保健福祉センターでの面談及び電話）
件

目標値 ―

実績値 249

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、訪問指導は保健福祉センターでの面談や電話での実施が多かった。また、低栄養
予防の訪問指導については、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業経費で計上をしているため、健康増進事業経費から
項目を除く。R3年度から、生活習慣病重症化予防の件数を含めた訪問指導件数を計上していくこととする。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

88

―

財　源　内　訳

標値を設定して実施しているものではないが、令和3年度と比較して面接等の指導件数が減少しており、まずは健
康診査の受診者数を増加させ、また、その結果、要指導・要医療とされた市民に対しては、積極的に指導を行っ
ていかなければならない。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

健康診査結果に基づき必要な個別支援を継続していく必要がある。

行政経営評価シート

428

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

0

―

―

437

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

90

―

財　源　内　訳

要指導者に対する指導割合が低い。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

令和6年度は、住民からの要望やこれまでの健診実績をもとに、将来的に40歳以上
の特定健康診査の受診者数増に少しでもつなげられるよう、若い世代の健康診査受
診のさらなる習慣化及び当該健康診査の受診率向上を目指す。具体的には対象年齢
を30歳から39歳までの市民としたうえで、健診費用の無料化、特定健診と同様の詳
細検査の実施を行うことを考えている。

行政経営評価シート

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

149

―

―

94

―

Ｒ３

60

52

86.7

〇

％ 達成率

保健師・栄養士等が行った指導割合 ％ 達成率 68.4

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

要指導者に対する指導割合（教室・面接） ％
目標値 60

実績値 41

目標値 ―

実績値 111

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

10401021521

保健事業室

一般財源

早期から生活習慣病を予防するために、特定健診として実施される40歳より若い世代に健康診査を行
い、生活習慣の改善を促す。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

若い世代の健診受診票送付人数
人

目標値 ―

実績値 547

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 若い世代の健康診査経費 所管

若い世代の健診受診者数
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

761 242

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

242

若い世代に健診を行い、生活習慣病を早期発見し、予防する。

35歳～39歳の市民(職場で検診を受ける機会のない人）



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

91

―

財　源　内　訳

令和3年度と比較をすると、令和4年度の受診率が減少している。がん検診の受診率をコロナ禍前に戻すために、
周知方法及び実施内容について検討が必要である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

検診受診率を向上するため、周知方法（広報、ホームページ、ポスター掲示、チラ
シ作成、節目通知など）を検討していく。令和5年9月から、WEBで個別がん検診の
申し込みが開始する。令和6年度は、集団がん検診のWEB申込とコールセンターの設
置を検討していく。

行政経営評価シート

38,575

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

9

9

100

14

14

100

Ｒ３

13

9

71.2

100

94

94

令和4年度も引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、集団検診の一日当たりの受診者数の制限をした。そ
のため近年実施していた複合検診等の実施は困難であったが、がん検診は健康増進法で定められており、市民の健康づくりに欠
かせないため、感染対策を講じながら集団検診は単独検診を計画し実施した。また、個別検診も実施した。

〇

5つのがん検診の精密検査受診率を平均したもの ％ 達成率 95.7

5つのがん検診の受診率を平均したもの ％ 達成率 72.5

精密検査受診率 ％
目標値 100

実績値 95.7

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

検診受診率 ％
目標値 12

実績値 9

目標値 11

実績値 11

％ 達成率 100

目標値

実績値

％ 達成率

10401021821

保健事業室

一般財源

がん検診（胃がん、大腸がん、肺がん、子宮頸がん、乳がん）の実施

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

複合検診の実施日数
日

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 がん検診経費 所管

休日検診の実施
日

国庫支出金 県支出金 市債 その他

55,376 47,276 741

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
○

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

7,960

多くの市民が、がん検診を受診し早期発見、早期治療に結びつける。

【胃がん・大腸がん・肺がん：40歳以上の市民】、【子宮頸がん：20歳以上の市民（女性）】、【乳が
ん：30歳以上の市民（女性）】



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

1,325 6,956

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
〇

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

1,381

75歳以上の後期高齢者に対し、健診結果や受診状況、介護保険サービス利用状況を活用した保健事業と
介護予防を一体的に取り組むことで、フレイル・要介護状態の予防に努める。

75歳以上の後期高齢者

10401022321

保健事業室

一般財源

①後期高齢者健診の結果などからフレイルリスクの高い方に対して、低栄養・口腔機能低下・生活習慣
病重症化・運動機能低下予防のための個別面接、集団指導（シニア健こう教室）を実施する。
②前年度、健診未受診・医療機関未受診・介護保険サービス未利用者に対して、調査票の配布や個別聞
き取りを通して、健康状態不明者の状態を把握する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

シニア健こう教室来所人数
人

目標値 65

実績値 53

％ 達成率 82

事業ＩＤ

事務事業名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業経費 所管

健康状態不明者の実態把握人数
人

目標値 451

実績値 448

％ 達成率 99

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

フレイル予防のための食品摂取チェック票「維持・改善」の割合 項目
目標値 100

実績値 88

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

92

92

％ 達成率

％ 達成率 88

目標値

実績値

92

―

財　源　内　訳

フレイル予防など後期高齢者に対する保健事業と介護予防事業にあたっているが、団塊の世代が後期高齢者に
なっている中で、当分の間は対象者数の増加が見込まれ、業務量の増加が見込まれる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

フレイル予防のハイリスク者への個別アプローチ、広く市民に向けた周知としての
ポピュレーションアプローチ、どちらも奏功している。
次年度以降は現状の取組に加え、国の事業方針に即した服薬支援事業についても実
施を検討していく。

行政経営評価シート

5,575

5-(2)-1 主体的な健康づくりの推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

45

39

87

352

333

95

Ｒ３

100



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

185 117 59

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

市民への自殺予防の相談支援・普及啓発活動そのための人材育成等を行う。

市民

10401021021

保健事業室

一般財源

自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱に基づき、地域の実情に応じた自殺対策を行い、市民一人ひとり
の気づきと見守りを促し、自殺対策の推進を促す。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

ゲートキーパー養成研修
回

目標値 1

実績値 1

％ 達成率 100

事業ＩＤ

事務事業名 地域自殺対策強化事業経費 所管

自殺対策地域連絡会議開催
回

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

こころの健康相談
人

目標値 36

実績値 15

％ 達成率 41.7

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

対面型相談支援事業(こころの健康相談） 人
目標値 36

実績値 15

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

18

50

91

91

100％ 達成率 100

１回あたりの相談件数（延人数／実施回数） ％ 達成率 41.7

ゲートキーパー養成研修修了者 人
目標値 21

実績値 21

89

―

財　源　内　訳

こころの健康相談など、対面での相談事業については、自殺対策については周知の方法が難しい面もあるが、こ
れに配慮しながらも更なる周知を検討をしたい。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

対面相談事業については継続する。広報、市のホームページ等で周知を図ってい
く。

行政経営評価シート

58

5-(2)-3 誰も自殺に追い込まれることのない地域づくり

コスト投入の方向性

Ｒ３

1

1

100

―

0

―

36

18

50

Ｒ３

36



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

1,852 1,795

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

市民が歯科疾患（むし歯や歯周病など）を予防し、生涯にわたって自分の歯で食べることができる口腔
環境を目指す。

4歳児とその保護者及び80歳以上の高齢者

10401010921

保健事業室

一般財源

よい歯のコンクールをはじめ、各種保健活動事業をより充実させる。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

高齢者のよい歯のコンクール参加者
人

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 保健活動経費 所管

親と子のよい歯のコンクール参加者
組

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

やや高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

令和2～4年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るためにコンクールを中止した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

75

―

財　源　内　訳

銚子市歯科医師会、学校教育課及び健康づくり課で、事業規模・内容の見直しが必要である。

総合評価

C:事業規模・内容・主体の見直し
を検討

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

むし歯や歯周病は年々減少しているため、廃止している市町村もでてきているが、
銚子市歯科医師会と共催で実施しており、歯科医師会側は実施を望んでいる。表彰
することで、市民に歯の大切さを周知することはできている。新型コロナウイルス
感染症の影響により、令和2年度から中止している。実施について今後検討してい
く必要がある。

行政経営評価シート

1,795

5-(2)-4 その他【健康づくり】

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

―

―

―

―

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

79

―

財　源　内　訳

補助金を交付しているため、自主的な活動を求めているが、協議会運営の点でまだ支援が必要な状況である。ま
た、補助金の適正利用についても、見守りが必要である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

推進員が自主的に健康づくりの活動ができるよう、また、補助金の適正利用ができ
るよう、支援していく。令和7年度から、市からの支援を必要最低限にできるよう
な働きかけを行っていく。

行政経営評価シート

780

5-(2)-4 その他【健康づくり】

コスト投入の方向性

Ｒ３

48

59

123

―

―

―

12

8

67

Ｒ３

令和4年度は、新型コロナウイルス感染症が落ち着いてきたことから、活動が増加した。「健康づくりに関する啓発活動」は各
地区1回の活動ということで目標を立てたが、実績が低かった。この理由は、1つの活動を2地区以上で行っているためで、各地
区1回以上の活動はできている。また、健康のためのレシピを紹介している銚子テレビでの料理番組は、視聴者から「見てい
る」との意見も聞かれている状況である。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

やや高い やや低い 低い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

健康づくりに関する啓発活動
回

目標値 11

実績値 10

％ 達成率 91

10401011921

保健事業室

一般財源

地域ぐるみ・家族ぐるみで健康づくりを推進するために、市民と行政のパイプ役である食生活健康推進
協議会活動を支援する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

研修会及び会議の回数
回

目標値 52

実績値 77

％ 達成率 148

事業ＩＤ

事務事業名 保健衛生関係経費 所管

各種健(検)診ﾎﾟｽﾀｰ掲示数
枚

国庫支出金 県支出金 市債 その他

1,025 780

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

市民が生涯を通じ健康で自立した生活を送ることができるように支援する。

市民



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

8,320 7,564 3,776

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

在宅のねたきり身体障害者、重度知的障害者、又はその者を介護する方の経済的負担の軽減と福祉の増
進を図る。

18歳以上65歳未満の重度知的障害者及び常時介護が必要な身体障害者で在宅の者

10301020717

障害支援室

一般財源

在宅のねたきり身体障害者及び重度知的障害者、又はその者を介護する方に手当（月額8,650円）を支
給する。※特別障害者手当、経過的福祉手当受給者及び介護保険給付（年度通算7日以内のショートス
テイの利用を除く。）を受けている者は対象外である。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

在宅重度知的障害者福祉手当（延人数）
人

目標値 ―

実績値 873

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 ねたきり身体障害者等福祉手当支給経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

在宅のねたきり身体障害者、重度知的障害者、又はその者を介護する方の経済的負担の軽減と福祉の増進に寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

37

―

財　源　内　訳

千葉県の単独補助事業として実施しているが、制度上、年間7日以上ショートステイの利用があった場合は対象外
となるなど、介護サービスの利用控え（自粛）につながりかねない面もあり、基本的には、現金給付ではなく、
対象者にとって必要な現物給付サービスへの切り替えが必要と思われるが難しい課題である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

千葉県在宅重度知的障害者及びねたきり身体障害者福祉手当給付事業費補助金要綱
に基づき、引き続き障害者とその介護者に対する支援を行っていく。

行政経営評価シート

3,788

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

867

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

38

―

財　源　内　訳

国の制度として事業を実施しているが、本来は、現金給付ではなく、対象者にとって必要な現物給付サービスの
提供によるべき事業と思われるが、難しい課題である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

対象となる重度障害児及び特別障害者等に対して制度の周知を図り、適正な給付を
推進する。

行政経営評価シート

6,143

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

732

―

―

302

―

―

12

―

Ｒ３

重度障害児及び特別障害者に対し、手当を支給することにより重度の障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減
に寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 299

％ 達成率 ―

福祉手当（延受給者数）
人

目標値 ―

実績値 12

％ 達成率 ―

10301020817

障害支援室

一般財源

精神または身体に障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要とする障害者に対し、重度の障
害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手当を支給する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

特別障害者手当（延受給者数）
人

目標値 ―

実績値 714

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 特別障害者手当等支給経費 所管

障害児福祉手当（延受給者数）
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

26,539 24,145 17,927

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

75

障害者（児）に対し、手当を支給することにより障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担の
軽減を図り福祉の増進を図ることを目的とする。

重度障害児（20歳未満の障害児で重度の障害にあるため日常生活において常時の介護を必要とする者）
と特別障害者（20歳以上で著しく重度の障害の状態にあるため日常生活において常時特別の介護を必要
としている者）、障害児を監護している父母等（20歳未満の障害児で、日常生活において常時の介護を
必要とする者）



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

39

―

財　源　内　訳

原則、千葉県内の医療機関では提示すれば一部負担金を納付することで医療サービスの提供を受けられる（現物
給付である）が、県外の医療機関では、償還払い（建て替え後申請により給付）となっており、利便性向上のた
めにも現物給付化が必要と考えている。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

重度心身障害者（児）の健康と福祉の増進及び医療費給付による経済的負担の軽減
を図る。

行政経営評価シート

56,386

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

25,507

―

Ｒ３

重度心身障害者（児）の健康と福祉の増進及び医療費給付による経済的負担を軽減することに寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

10301020917

障害支援室

一般財源

重度心身障害者（児）の健康と福祉の増進及び医療費負担の軽減を図るため、重度心身障害者（児）の
疾病にかかる医療費のうち、保険診療の一部負担金から自己負担金を控除した額を助成する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

重度心身障害者医療費給付件数（延件数）
件

目標値 ―

実績値 24,090

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 重度心身障害者医療費給付経費 所管

国庫支出金 県支出金 市債 その他

135,253 130,147 56,090

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

17,671

重度心身障害者（児）の健康と福祉の増進及び医療費給付による経済的な負担を軽減する。

身体障害者手帳1級、2級いずれかの手帳所持者、療育手帳Ⓐ、Aの1、Aの2いずれかの手帳所持者。ただ
し、65歳以上で新たに助成対象の障害者手帳が交付された方は対象外。



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

40

―

財　源　内　訳

更生医療では人工透析や人工関節置換術など高額な医療給付費となるケースもあり、多額の費用負担が課題とな
る。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害者等に対して医療費を給付することにより、経済的負担を軽減するとともに、
心身の障害を除去又は軽減を図り、日常生活・社会生活を営むことができるように
推進していく。

行政経営評価シート

26,397

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

1,180

―

―

46

―

―

6

―

Ｒ３

障害者等に対して医療費を給付することにより、経済的負担を軽減することともに、心身の障害を除去又は軽減し、日常生活能
力、社会生活能力等を回復又は向上、若しくは獲得させることに寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 47

％ 達成率 ―

育成医療給付件数
人

目標値 ―

実績値 4

％ 達成率 ―

10301021217

障害支援室

一般財源

自立支援医療の支給認定を受けた者の心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己
負担額を軽減するため、医療費から医療保険各法による医療給付を適用し、その残額から自己負担額を
控除した額を支給する。（生活保護受給者については、その医療費を支給する。）

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

精神通院医療処理件数（延人数）
人

目標値 ―

実績値 1,181

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 自立支援医療給付経費 所管

更生医療給付件数（実人数）
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

108,833 107,190 53,595 26,798

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

400

障害者等に対して医療を給付することにより心身の障害を除去又は軽減し、日常生活能力、社会生活能
力等を回復又は向上、若しくは獲得させることを目的とする。

精神通院医療については、統合失調症などの精神疾患を有するもので、通院による精神医療を継続的に
要する者。更生医療については、18歳以上の身体障害者手帳所持者。育成医療については、18歳未満の
身体に障害を有する児童で、治療により確実に効果が期待できる者。



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

42

―

財　源　内　訳

就労支援事業などと中心に活発にサービスの給付が行われており、障害者の自立支援につながっているものと考
えるが、これに伴い、費用負担の増加が課題となっている。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害の有無にかかわらず基本的人権を有する個人として尊重されるものであるとい
う理念にのっとり、障害のある方もない方も互いに尊重し、共生する社会を実現す
るため、障害者の自立及び社会参加の支援などを計画的に推進するために、銚子市
障害者福祉計画において年度・事業個別ごとに成果目標を設定し、障害者などの地
域での自立を推進していく。

行政経営評価シート

297,668

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

Ｒ３

障害者の日常生活への援助、社会参加・就労を希望する人への支援などを行い、自立した生活を送るために適切な障害福祉サー
ビスの提供を行った。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

10301025217

障害支援室

一般財源

ホームヘルプや施設への通所・入所をはじめとする介護給付、就労支援など訓練などの給付、補装具の
給付・貸与事業などの各種障害福祉サービスの提供

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

％ 達成率

事業ＩＤ

事務事業名 障害者自立支援給付経費 所管

国庫支出金 県支出金 市債 その他

1,197,648 1,184,663 590,829 296,166

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

障害の有無にかかわらず基本的人権を有する個人として尊重されるものであるという理念にのっとり、
障害のある方もない方も互いに尊重し、共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支
援を計画的に推進する。

身体障害者、知的障害者、精神障害者、一定の難病者



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

45

―

財　源　内　訳

利用者数は大きく増加していないものの、サービス提供体制が整い、サービスの利用日数・回数が増加傾向にあ
り、これに伴う費用負担の増加が課題となっている。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

乳幼児期から成年期まで途切れない支援が求められており、在宅の対象障害児の心
身の健やかな成長、発達及び自立に寄与している。

行政経営評価シート

34,732

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

64

―

―

35

―

―

103

―

Ｒ３

在宅の対象障害児等の心身の健やかな成長、発達及び自立に寄与している。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 28

％ 達成率 ―

障害児相談支援の利用人数
人

目標値 ―

実績値 97

％ 達成率 ―

10303022817

障害支援室

一般財源

児童福祉法第21条の5の2に規定する障害児通所支援及び同法第24条の25に規定する相談支援事業の給付

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

放課後等デイサービスの利用人数
人

目標値 ―

実績値 57

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 障害児支援給付経費 所管

児童発達支援の利用人数
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

141,606 138,463 68,987 34,577

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

167

在宅の対象障害児等の心身の健やかな成長、発達及び自立を図る。

身体障害のある児童、知的障害のある児童、精神障害のある児童（発達障害者支援法第2条第2項に規定
する発達障害児を含む）



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

38,050 32,359

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

〇

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

多様化する障害福祉サービスに柔軟に対応し、利用児童の特性に応じたきめ細やかなサービスの提供を
行い、相談・支援体制の充実を図る。

児童・保護者

10303040917

障害支援室

一般財源

児童発達支援センター業務を指定管理委託し、利用児童の特性に応じたきめ細やかな次の障害者福祉
サービスの提供を行う。
①児童発達支援　②居宅訪問型児童発達支援　③保育所等訪問支援　④障害児相談支援　⑤特定相談支
援

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援
利用児童数（R3は、直営時の利用児童数）

人
目標値 ―

実績値 56

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 児童発達支援センターわかば指定管理委託事業経費 所管

障害児相談支援・特定相談支援
利用児童数（R3は、直営時の利用児童数）

人
目標値 ―

実績値 113

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

縮小

利用児童の特性に応じた療育を行い、日常生活の自立への援助を行った。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

46

第2期銚子市障害児福祉計画

財　源　内　訳

公設民営の指定管理から、民設民営の運営へ移行できるように放課後等デイサービス事業を導入するなど、事業
の拡大が必要となる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

児童発達支援の契約児童数は増加しているが、就学前の児童が対象のため、安定し
た利用児童数を見込むことがが困難である。
専門職スタッフの確保により、より充実した支援を行っている。
民設民営に向け、放課後等デイサービス事業の実施の検討が必要である。

行政経営評価シート

32,359

5-(3)-2 自立支援と相談支援の充実

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

43

―

―

105

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

10,846 10,442

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

重度心身障害者、精神障害者等が、通院、会合等のためタクシーを利用する場合にその利用に要する費
用の全部又は一部を助成することにより、重度心身障害者、精神障害者等の社会参加を促進する。

身体障害者手帳1級、2級及び3級の一部(視覚障害及び肢体不自由のうち下肢、体幹機能障害に限る。)
の者。療育手帳の障害程度Aの2以上の者。精神障害者保健福祉手帳1級の者。

10301020517

障害支援室

一般財源

400円券を一月あたり4枚交付。※じん臓機能障害者で人工透析治療を受けている者は400円券を一月あ
たり16枚交付。1回の乗車につき1,600円分まで利用可能。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

500円券（延枚数）
枚

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 福祉タクシー関係経費 所管

300円券（延枚数）
枚

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

400円券
枚

目標値 ―

実績値 26,447

％ 達成率 ―

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

令和4年度から券種を400円券のみに変更した。自動車の運転や公共交通機関等の利用が難しい障害者の社会参加の促進に寄与し
ている。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

36

―

財　源　内　訳

移動支援事業など類似する障害福祉サービス事業があり、利用者の利便性や費用対効果、効率性といったも考え
あわせた中で、福祉タクシー事業の内容・事業形態について更に検討していく必要がある。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害者の社会参加を促進し、もってその福祉の増進を図るため、今後も事業を継続
していく。

行政経営評価シート

10,442

5-(3)-3 自立と社会参加の仕組みづくり

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

14,134

―

―

13,164

―

―

―

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

43

―

財　源　内　訳

障害者総合支援法に規定された地域生活支援事業の実施に努めているが、事業内容が多岐にわたっており、それ
ぞれの事業の成果や課題といったものを十分にとらえられていない。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害者又は障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活
及び社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた事業を
計画的に実施し、障害者等の福祉を増進する。

行政経営評価シート

25,330

5-(3)-3 自立と社会参加の仕組みづくり

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

1,907

―

―

44

―

―

31

―

Ｒ３

障害者又は障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活及び社会生活を営むことができるよう、地域
の特性や利用者の状況に応じた事業を計画的に実施し、障害者の福祉の向上に寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 42

％ 達成率 ―

日中一時支援事業の利用人数
人

目標値 ―

実績値 31

％ 達成率 ―

10301025317

障害支援室

一般財源

障害者又は障害児の日常生活を支援するため、厚生労働省令及び「地域生活支援事業実施要綱」で定め
る事業（理解促進・相談支援・意思疎通支援、日常生活用具の給付、移動支援など）を実施する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

日常生活用具の給付件数（延件数）
件

目標値 ―

実績値 1,867

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 地域生活支援事業経費 所管

移動支援事業の利用人数（実人数）
人

国庫支出金 県支出金 市債 その他

59,179 53,046 18,688 8,991

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

37

障害者又は障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活及び社会生活を営む
ことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた事業を計画的に実施し、障害者の福祉を増進す
る。

身体障害者、知的障害者、精神障害者、一定の難病者



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

41

―

財　源　内　訳

障害者介護給付費等審査会の運営など、定例化された事務を正確かつ効率的に実施するためには、業務のマニュ
アル化、デジタル化などを進める必要がある。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

障害者総合支援法及び地域生活支援事業実施要綱に基づく、障害者の支援を迅速に
実施するための事務に要する経費(障害者介護給付費等審査会委員報酬、身体・知
的障害者相談員報酬、障害福祉システム経費、医師意見書作成手数料、障害介護給
付費支払手数料など）を負担することにより障害のある方もない方も自分らしく暮
らせる地域共生社会の実現に向け、推進していく。

行政経営評価シート

4,905

5-(3)-4 その他【障害福祉】

コスト投入の方向性

Ｒ３

6

6

100

Ｒ３

障害者総合支援法及び地域生活支援事業実施要綱に基づく、障害者の支援を迅速に実施するための事務に要する経費(障害者介
護給付費等審査会委員報酬、身体・知的障害者相談員報酬、障害福祉システム経費、医師意見書作成手数料、障害介護給付費支
払手数料など）を負担することにより、障害のある方もない方も自分らしく暮らせる地域共生社会の実現に寄与している。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

やや高い やや高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

10301022217

障害支援室

一般財源

障害者総合支援法及び地域生活支援事業実施要綱に基づく、事業実施に係る事務に要する経費(障害者
介護給付費等審査会委員報酬、身体・知的障害者相談員報酬、障害福祉システム経費、医師意見書作成
手数料、障害介護給付費支払手数料など）

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

障害者介護給付費等審査会
回

目標値 12

実績値 11

％ 達成率 92

事業ＩＤ

事務事業名 心身障害福祉関係経費 所管

国庫支出金 県支出金 市債 その他

17,098 16,310 805

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

10,600

障害者総合支援法及び地域生活支援事業実施要綱に基づく、障害者の支援を迅速に実施するための事務
に要する経費を負担することにより地域共生社会の実現に寄与する。

障害者、障害福祉事業所、医師、審査会委員・相談員ほか



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

30

―

財　源　内　訳

高額療養費や出産育児の貸付については、事前に申し出ることにより一時的にも自己負担を生じることなく医療
の提供などを受けられるようになるなど、貸付を受ける積極的な理由が乏しくなっており、制度の見直しも検討
する必要がある。また、生活資金については、返済が未納（遅延）となるケースもあり、生活困窮者からの債権
の回収が長年の課題となっている。

総合評価

B:事業の進め方の改善の検討

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

出産育児費貸付・高額療養費貸付については、貸付件数、金額とも減少傾向にある
が、セーフティネットとして引き続き実施する必要がある。
また、生活資金貸付については、引き続き、生活保護の受給にまでは至らないもの
の、公的支援を必要とする生活困窮者等に対するセーフティネットを維持するため
に実施する必要がある。

行政経営評価シート

5-(4)-1 生活困窮者の自立支援

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

0

―

―

0

―

―

20

―

Ｒ３

緊急援護を必要とする世帯へ速やかに貸付を行い、経済的自立を支援した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い やや高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

生活資金貸付件数
件

目標値 ―

実績値 18

％ 達成率 ―

10301010916

社会福祉室

一般財源

銚子市社会福祉協議会に委託して、高額療養費の支払・出産に要する費用の支払が困難な方、低所得で
緊急援護を必要とする世帯に対し、資金の貸付を行う。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

高額療養費貸付件数
件

目標値 ―

実績値 0

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 高額療養・生活資金貸付経費 所管

出産育児費貸付件数
件

国庫支出金 県支出金 市債 その他

7,000 7,000

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

7,000

高額療養費の支払・出産に要する費用の支払が困難な方の生活安定と福祉の増進を図る。低所得で緊急
援護を必要とする世帯の経済的自立支援を図る。

高額療養費の支払・出産に要する費用の支払が困難な方、低所得で緊急援護を必要とする世帯



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

31

―

財　源　内　訳

相談者からの相談に応じるだけではなく、実際に自立へつなげる出口戦略を用意していく必要がある。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

平成30年の法改正により努力義務化された、生活困窮者就労準備支援事業・生活困
窮者家計改善支援事業と必須事業である生活困窮者自立相談支援事業の一体的実施
と自ら相談することが困難な方のための積極的なアウトリーチにより専門性の高い
支援の実施を目指していく。

行政経営評価シート

3,880

5-(4)-1 生活困窮者の自立支援

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

228

―

Ｒ３

生活に困窮している方に対する相談・支援体制の充実を図った。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い やや低い やや低い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

10301011716

社会福祉室

一般財源

生活保護に至る前の段階から、生活に困窮されている方の相談に応じ、自立への支援を行う。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

生活困窮者新規相談件数
件

目標値 ―

実績値 152

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 生活困窮者自立支援事業経費 所管

　

国庫支出金 県支出金 市債 その他

15,713 15,522 11,642

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

生活困窮者の相談にのり、必要な措置を講ずることにより、自立の促進を図る。

生活に困窮している方



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

33

―

財　源　内　訳

ジェネリック医薬品が義務化し,普及率が高まっている中、医療費通知や説明に力を注いでも、医師の判断や本人
のこだわりがあると思われるため、これ以上のジェネリック医薬品への変更を促進させるのが難しい。また、医
療費が無料であるため医療費通知を送付したとしても削減しようという方向にはいかず、頻回受診、重複受診及
び軽症の受診は後を絶たない。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

生活保護を適正に実施するための事務経費を確保し、生活保護業務運営の安定化を
図るうえで、今後も事業を継続していく必要がある。

行政経営評価シート

7,701

5-(4)-2 生活保護の適正な実施

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

11,944

―

―

11,446

―

Ｒ３

システムの運用などにより、適正な生活保護業務の執行に繋がっている。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

〇

縮小

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

目標値 ―

実績値 12,317

％ 達成率 ―

目標値

実績値

％ 達成率

10304010616

社会福祉室

一般財源

①生活保護処理システムによる管理
②診療報酬明細書等点検を委託
③医療扶助の適正な決定・実施のための専門分野からの指導・助言を嘱託医に依頼

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

診療報酬明細書等点検（資格点検対象件数）
件

目標値 ―

実績値 12,283

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 生活保護適正化推進経費 所管

診療報酬明細書等点検（縦覧・単月件数）
件

国庫支出金 県支出金 市債 その他

11,012 7,701

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

生活に困窮する世帯に最低生活を保障し、その経済的自立の助長を図るとともに、医療面の支援も必要
なことから、医療扶助の適正化に努める。

生活保護受給者



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

1,114,633 1,076,657 797,589

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

28,173

生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活
を保護するとともに、その自立を助長する。

生活保護受給者

10304020116

社会福祉室

一般財源

生活に困窮されている方へ法令などに定められた基準に基づく扶助

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

生活保護受給者数
人

目標値 ―

実績値 685

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 生活保護扶助経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

生活に困窮する方の自立の助長を図っている。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

34

―

財　源　内　訳

生活に困窮するすべての人が健康で文化的な生活を営めるよう、経済的援助及び自立助長のための必要な援助を
行うために、市において財源の確保が課題となる。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

増加する生活保護受給者に適切に対応するための人材を確保する。

行政経営評価シート

250,895

5-(4)-2 生活保護の適正な実施

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

659

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

13,209 12,860

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

12,860

市営住宅を適正に維持管理し、住宅に困窮する市民等に対して低廉な家賃で住宅を提供することで、市
民生活の安定と社会福祉の増進を図る。

市営住宅・改良住宅・特定市営住宅及びその入居者

10806010627

都市整備室

一般財源

市営住宅の維持管理に要する修繕や業務委託など
入居者に関する各種申請にかかる事務

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

市営住宅修繕（建具・電気・給排水等）
件

目標値 ―

実績値 68

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 市営住宅維持管理経費 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

13団地796戸の市営住宅について、適切な維持管理を実施した。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

132

―

財　源　内　訳

市営住宅の老朽化に伴い、維持管理に要する修繕が増加している。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

老朽化による修繕などの維持管理経費が増加しているため、市営住宅の集約化や長
寿命化などを計画的に進めていく。

行政経営評価シート

5-(5)-1 住宅セーフティネットとしての市営住宅の適正な配置と管理

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

96

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

12,259 12,225 5,494

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

〇

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

6,700 31

老朽化した市営住宅の適切な改修及び修繕を行い、住民の安全の確保及び住環境の向上を図る。

市営住宅（政策空家を除く）

10806011027

都市整備室

一般財源

社会資本整備総合交付金を財源とした長寿命化計画に基づき、外壁、トイレ、玄関ドアなどの改修工事
を実施する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

市営住宅改修工事
棟

目標値 1

実績値 1

％ 達成率 100

事業ＩＤ

事務事業名 市営住宅改修経費（長寿命化計画関連事業） 所管

目標値

実績値

％ 達成率

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

令和4年度は榊町市営住宅B棟のトイレ洋式化改修工事を実施し、居住性の向上を図った。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

133

銚子市営住宅長寿命化計画

財　源　内　訳

社会資本整備総合交付金の対象事業は、市営住宅長寿命化計画に基づいた事業でなければならず、建物の急激な
劣化等で計画に記載されていない大規模な改修工事を行う場合には、計画の変更が必要となる。
トイレ洋式化が済んでいない団地においては、国の交付金などを活用し、今後洋式化を進めたいと考えている
が、住宅の居室など、建物の構造上、汚水管工事が難しいと思われる団地も存在している。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

令和5年3月に改定した銚子市営住宅長寿命化計画については、計画期間を令和5年
度から令和14年度の10年間としているが、計画期間内においても国の制度変化など
の動向により、適宜見直すこととする。

行政経営評価シート

5-(5)-1 住宅セーフティネットとしての市営住宅の適正な配置と管理

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

―

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

7,984 7,810

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

―

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

入居者が点在している団地を集約することにより、施設の維持管理の効率化のほか、入居者の住環境及
び防犯面を向上させる。

三崎団地市営住宅

10806011227

都市整備室

一般財源

令和4年度及び5年度に測量業務を実施予定としている。
跡地の土地利用については、建替用地として管理するか、他の公共用地として利活用又は売却を検討し
ていく。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

三崎団地集約事業
件

目標値 ―

実績値 ―

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 市営住宅集約経費 所管

三崎団地測量業務
件

目標値 1

実績値 1

％ 達成率 100

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持 〇

縮小

令和3年度で32戸の移転が完了した。跡地の利活用を図るため、令和4年度に現況測量を実施した。令和5年度に境界確定測量を
実施予定としている。今後、跡地利用（建替用地、他の公共施設の建設、売却など）について検討していく。

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

134

―

財　源　内　訳

集約後の空戸の解体や、宅地化にかかる財源負担をどのようにしていくか検討が必要である。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

集約後に空戸になった部分について、利活用の方針が決まるまでの間、環境の悪化
を防ぐため、除草や樹木の伐採、修繕等の維持管理が必要となる。

行政経営評価シート

7,810

5-(5)-1 住宅セーフティネットとしての市営住宅の適正な配置と管理

コスト投入の方向性

Ｒ３

1

1

100

―

―

―

Ｒ３



　

：総合戦略

：その他（ ）

(単位：千円）

（ )

（ )

　 事業成果の説明　※上記の指標による数値で表せない場合は、説明を記載

国庫支出金 県支出金 市債 その他

2,377 2,014

事
業
の
概
要

総合計画上の位置づけ

関 連 計 画
―

〇

目 的

対 象

事 業 内 容

事
業
費

予算現額 決算額

適切な管理が行われていない空家が防災、衛生、景観、生活環境面等において地域住民に深刻な影響を
及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を
図り、併せて空家等の利活用を促進するため、本市における空家等に関する施策を総合的かつ計画的に
推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与する。

市内の空家

10805011327

都市整備室

一般財源

銚子市空家等対策計画に基づき、市内にある空家の実態を把握し、空家の適切な管理や利活用を指導す
るとともに、危険空家に関しては特定空家等の認定や除却費用の一部を補助することで解体を促し、空
家対策を推進する。

事
業
の
実
績
と
成
果

   活動指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

空家に関する所有者からの相談
件

目標値 ―

実績値 93

％ 達成率 ―

事業ＩＤ

事務事業名 空家等対策経費 所管

危険空家等除却事業補助金利用件数
件

目標値 2

実績値 2

％ 達成率 100

目標値

実績値

％ 達成率

事業成果指標項目 単位 目標／実績 Ｒ４

目標値

実績値

事
業
の
検
証

事業の課題

評価視点  

必要性 有効性 効率性

高い 高い 高い

今後の方向性　

成
果
の
方
向
性

拡充

休廃止

皆減 縮小 現状維持 拡大

現状維持

縮小

市民からの空家に関する相談の対応を行い、空家の適正管理を進めた。
新たに生じた空家について、水道閉開栓情報をもとに実態調査を行い、空家の実態把握に努めた。

〇

％ 達成率

％ 達成率

目標値

実績値

126

銚子市空家等対策計画

財　源　内　訳

適切な管理が行われていない空家に対して行政が対策を講じることは、放置すれば行政がやってくれるというモ
ラルハザードを招く恐れがあり、所有者の責務である空家管理に行政がどこまで踏み込むかを見極める必要があ
る。

総合評価

A:計画どおりに事業を進めること
が適当

総　　評
（今後の事業の進め方や課題に対する改善策など）

今後も、市民からの空家に関する相談等に適切に対応するとともに、意向調査、実
態調査等を進めていく。また、倒壊など危険性のある空家を含めた対策を実施す
る。

行政経営評価シート

2,014

5-(5)-3 空家対策の推進

コスト投入の方向性

Ｒ３

―

73

―

―

―

―

Ｒ３


